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常陸大宮市（ひたちおおみやし）

②産業構造
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④機構図（平成３０年４月１日現在）

普通会計関係

副市長
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退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　農業
共済　し尿　ごみ
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総生産額（平成２７年度）

41,010

16,066

＜産業・経済＞

有権者数

（平成３０年４月１日）
区分

市町村内
総生産 1,476

（H27.1.1～12.31）

（平成２７年２月１日）

農業

製造業

総額・総数

648

147,649

11,778

－

第３次

就業人口（平成２７年国調）

37,145

千円

18,769

億円

女

西ノ内和紙，しいたけ，常陸秋そば，鮎，ゆず，清酒，奥久
慈米，鶏卵，自然薯，奥久慈ねぎ，奥久慈の枝物，奥久慈
なす，常陸牛，奥久慈いちご，えごま，納豆
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③農業・工業・商業

2,416

④特産物

従業者数

第２次 52,637

％

3,783

63,058416

4,255

（平成２８年６月１日）

事業所数

うち専業農家戸数

事業所数

農家数

年間販売額 

16,087

59.688,046

3,166

（人）

23,297

公営事業
会計関係

501

③職員数（平成２９年４月１日現在）

97.3
平成１７年

平成27年4月1日

440

平成28年4月1日

うち一般行政関係

295

女

46

97.3

全職員数
の  推  移

国勢調査

平成２２年 平成２７年

公営企業
法適用（上水）
法非適用（公共下水
農業集落排水　特定地
域生活排水　宅造）

平成１６年１０月１６日　編入
山方町　美和村　緒川村　御前山村
平成１６年１０月１６日　市制施行

①沿革

地域指定 一部事務組合加入事業市章 〒 319-2292
常陸大宮市中富町3135番地の6

類型

＜行政組織＞

0295-52-1111

地方公共
団体コ－ド

＜概要＞
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②議会（平成３０年５月１日現在）
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①長等（平成３０年５月１日現在）

348.45
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soumu@city.hitachiomiya.lg.jp
http://www.city.hitachiomiya.lg.jp/

0295-53-5415

082252 面積

長
任 期

綿引　義久

みつぎ　しんいちろう

党　派　別

平成30年8月5日 条例定数

議　　　　長

任　　　　期

③人口・世帯数

髙村　和郎

現議員数

地域手当
補正後

ラス指数

公明2人，自民1人，共産1人，無所属16人

一般行政職の
平均給料月額

ラスパイレ
ス指数

百円

20

常住人口

　常陸大宮市は，茨城県の北西部，八溝山地及び阿武隈
山地の南端部に位置し，面積は３４８．４５ｋ㎡である。東に
久慈川，南に那珂川が流れ，市の面積の約６０％を山林が
占める。
　先人たちが作り上げた自然や歴史，文化，地域の絆など
かけがえのない財産・つながりを大切にし，「ふるさと常陸大
宮」を次の世代，そして未来へとつないでいくため，「郷育立
市」の考えを踏まえ，「人が輝き 安心・快適で 活力と誇りあ
ふれるまち」を目指している。

男

従業者数

卸・小売業

58.5

（人・百万円）

92,181

住民所得

人口1人当り住民所得

31.46,314

10.1 ％

1,112

2,612

(百万円・人）

4.0

（Ｈ３０.1.1住基人口）

老齢人口割合

34.2

〈市長〉－〈副市長〉－
政策審議室－秘書広聴課，企画政策課

すぐ対応課

総務部－総務課，財政課，税務徴収課

地域創生部－地域創生課，山方支所，美和支所，緒川支所，御前山支所

市民生活部－市民課，市民協働課，生活環境課，安全まちづくり推進課

保健福祉部－医療保険課，健康推進課
　　　｜　             　｜
　　　｜　　　　 国保美和診療所，国保緒川歯科診療所
福祉事務所－社会福祉課，こども課，長寿福祉課

産業観光部－農林振興課，商工観光課

建設部－都市計画課，土木建設課

上下水道部－水道課，下水道課

〈会計管理者〉－会計課

〈消防長〉－消防本部－総務課，警防課，予防課
　　　│
東消防署，西消防署
　
〈議　会〉－議会事務局

〈監査委員〉－監査委員事務局

〈農業委員会〉－農業委員会事務局

〈教育委員会〉－教育長－教育委員会事務局－学校教育課，生涯学習課，
文化スポーツ課

〈行政委員会〉
選挙管理委員会，公平委員会，固定資産評価審査委員会

％

％

－20,344

⑤老齢人口割合

％

①生産・所得（平成２７年度）

％35.7

農業就業人口

（H27.1.1～12.31）
製造品出荷額等

2,556

（平成２８年６月１日）

④有権者数（平成３０年３月１日現在）

5,945第１次

区分

18,376

2,035

％

計
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東京オリンピッ
ク・パラリンピッ
ク推進事業

H28
～

人件費

歳　　　出

うち繰入金

地方債

22

3,510 14.9

3,510

6％ (12.84 )

67

Ｈ24
～

地域ブランド・６
次産業化推進事
業

医師確保対策助
成事業

・健全化判断基準

実質赤字比率

Ｈ23
～

△ 2.6

％

か所

汚水処理普及率

その他の経費

普通建設事業費

△ 0.7

0.4

182

42

△ 27

998

△ 0.0

か所園

※１は平成２９年度

11

91.0

46

児童館 か所

3 か所

4

校 プ－ル

0

4,938,559

＜公共施設整備状況＞（平成２８年度）

老人福祉施設

70.9

戸667

5,429,450

認定こども園 ※１ 2

道路舗装率 40.6 ％

園 道路改良率 30.9 ％

公営住宅

[95.5]

98.4上水道等普及率

％

病院・一般診療所 26か所 か所

11

（百万円）

か所

か所

概　 算
事業費

結婚祝い金支給
事業

公民館等

期間名　　称

体育館

27

8

H29
～

＜主要施策等＞

33

H29
～

地域創生まちづ
くり事業

①主要施策実施状況

＜財政状況＞

地方税

区　　分

実質単年度収支

②主な歳入・歳出（平成２８年度）

平成２８年度決算

1,924,071 1,564,901

増減額

形式収支

実質収支 1,384,048

決算額

歳　　　入

（千円・％）

△ 0.0

△ 1.4

増減率

①決算収支

23,619,999

歳　　入

区分 平成２７年度決算

25,544,070

歳　　出

25,180,155

23,615,254

-

1,502,510

3,759

3,627

義務的経費 10,017 42.4

6,607

5

△ 27.7

その他

11.5

うち臨財債

固定資産税
（構成比）

2.7

17.8

4,939

3.1

8,431

25,180

1

732.4

保育所 ※１

図書館

9.2

26.2

4.7

-

（百万円・％）

（

△ 7.4

増減率

－

2.3

△ 118,462

33.5

19.6

△ 357,738

構成比

△ 364 △ 1.4

-

23,615 －

1,182

818,261

単年度収支 133,323

681

2,319

2,884 88

△ 672

109

国庫支出金

地方交付税

1,040

99.0

[98.4]

86.1

(53.8

2,919,923

）

(

321,848

）

2,513,788

）

（ 6.5

318,548

50.9

△ 5

△ 22.7

△ 887

△ 200

[94.8]

校

市町村民税・法人
（構成比）

5.9

小学校 ※１

）

-

中学校 ※１

幼稚園 ※１

市町村税合計
（国保除く）

（千円・％）

収入額

34.0

徴収率
[  ]は県平均値

④市町村税の状況（平成２８年度）

（ ）

市町村民税・個人
（構成比）

）

調定額

1,750,330

32.2

区分

(

95.9

[95.3]

1,678,504

5.3扶助費

公債費

118

△ 16.5

△ 16.0△ 670

7.3

7.5

6.8

△ 747

2,631 △ 4.1

％

645

7.2

△ 692

△ 75

(17.84 )

( 25.0 )

百万円

[22,096]

％ [90.2]

百万円10,422

地方債現在高（A)

経常収支比率

[24,964]百万円

[4,655]債務負担行為支出予定額（B)

標準財政規模（平成２９年度） [15,216]

2,819

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) 18,754

88.3
＜主要課題＞
　・人口減少と少子高齢化の進行
　・子育て支援，教育環境の充実
　・地域産業の活性化・雇用の創出
　・安全・安心を求める意識の高まり
　・環境問題の深刻化
　・協働のまちづくりと地方分権の進展
　・社会インフラなどの老朽化
　・情報通信技術（ICT）等の進展
　・国際化への対応，東京オリンピック・パラリンピック，茨城国体の開催
＜特色ある行政＞
　・郷育立市によるまちづくりの推進
  ・ライフステージに応じた常陸大宮を支える「ひとづくり」の推進
  ・地域の特性を生かした「まち（拠点）づくり」の推進
　・誰もが安心して暮らせるまちづくりの構築
　・「しごと・ものづくり」による活力の創出
　・戦略的な魅力の発信の展開

21.4

[6.9]7.8

( 350.0 )

△ 30.3

[36.4]

％

-

③主要指標（平成２８年度）

10,088

15.9

42.7

15.4

1,720うち単独

1,764

14.9

△ 113

②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

晩婚化が進むことによる少子化を解消
するため，婚姻された方に祝い金を贈
呈し，婚姻率の上昇を図る。

地域団体等が実施する各種地域活性
化事業に対して助成を行うことで，地域
の特性を生かした魅力と活力のある元
気なまちづくりを推進する。

医学部の学生に対する修学資金の貸与
のほか，市内の医療機関に新規就労す
る医師に対して住宅取得費用の助成を
行うなど，地域医療を担う人材の育成及
び確保を図る。

市が認証した特産品「常陸大宮さん」の
販売促進のほか，農林畜水産物等の地
域ブランド化や生産・販売拡大，生産者
の所得向上などの６次産業化を推進す
る。

2020年東京オリパラ開催にあたり，パラ
オ選手団の事前キャンプ受入れのほ
か，市民を巻き込んだ各種交流事業を
展開し，地域活性化を図る。

うち補助

うち繰出金

11.1

12.1

[7,523]

[0.697]

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

百万円

百万円

積立金現在高（C)

財政力指数（平成２９年度）

実質公債費比率 ％

将来負担比率

-

・普通会計に関する主な指標

13,824

26,357

投資的経費

0.433

2,862

連結実質赤字比率


